
１．研究の目的

　中国では、2001年のWTO加盟により、メディ
ア産業分野において市場開放が進んでいる。しか
し、市場開放が進む一方で、中国において共産
党・政府によるメディア統制は依然として維持さ
れている。上記を反映し、マス・メディアの市場
化や商業化による、メディアの政治統制の変化を
分析した研究が、主に2000年以降に急増した（例
えば、Yuezhi Zhao 2000；2004、Betty Houchin 
Winfield and Zengjun Peng 2005、Ashley 
Esarey 2007，Adrian Hadland and Shixin Ivy 
Zhang 2012、Daniela Stockmann 2013）。
　本研究はコミュニケーションにおける政治経済
学的アプローチを用いて、資本に関する政策をメ
ディア統制の一つとしてとらえる。コミュニケー
ションの政治経済学的アプローチ（以下、政治経
済学）とは、Vincent Moscoによると、「社会関係、
特に生産（production） と分配（distribution）、
コミュニケーション資源を含む資源の消費によっ
て相互に構成される権力関係に着目する学問」

（2009：2）である。政治経済学は、生産様式や所
有形態がコミュニケーションを決定づけるとしな
がらも、経済決定論を否定し上部構造である政治
や社会の諸権力がコミュニケーションに与える影
響に関心を持つ。 Peter Golding and Murdock 
Graham （1991=1995）によると、政治経済学は
メディアの規制内容を重視し、メディア規制が
ジャーナリストの自律をいかに妨げ、記事にバイ
アスを生じさせるかを主な分析対象としてきた。
　したがって、中国において党・政府による新聞
の資本規制は政治統制として機能し、メディアの

組織構造を決定する重要な要因となる。本研究は、
投資・融資・株の購入を通じた国有資本による新
聞支配を、改革開放以降の新聞統制の一つとして
みなし、民間資本・外資参入をめぐる資本政策の
変更を分析する。政策を分析するにあたっては、
資本政策において、党・政府が民間資本・外資を
どの業種や内容に制限し開放したのかを、資本政
策の変遷から明らかにしていく。
　新聞の資本にかかわる政策（以下、資本政策）
を次のように定義する。資本政策とは、党・政府
が投資・融資・株の購入を通じて新聞・新聞社に
参入可能な範囲を定めた関連文書（詳しくは3－
2）とする。
　資本政策を政治統制とみなして分析すること
は、政治統制と市場開放のアンビバレントな関係
を、党・政府がどのように解決しようとしている
かを明らかにする試みでもある。 党・ 政府は
2001年のWTO加盟により、民間資本と外資に対
してメディア市場を開放しなければならない。他
方で、党・政府はメディアの管理を行うために、
新聞の〔公有制〕1を維持する必要がある。中国で
は、新聞の〔公有制〕は、新聞統制を正統化する
根拠になっているとみなすことができる 2。〔公有
制〕とは、全人民所有制を意味し、すべての人民
が新聞を所有することを意味する。したがって、
新聞に民間資本や外資の参入を際限なく許可する
ならば、〔公有制〕は崩壊し、新聞統制の正統性
が失われることになる。このような資本政策にお
ける市場開放と政治統制のアンビバレントな関係
を反映し、資本政策の中で〔公有制〕が言及され
るようになっている。例えば、2005年の非公有
資本（民間資本・外資）のメディア分野への参入
を推進する政策である「非公有資本が文化産業に
参入することに関する若干の決定」（国発〔2005〕
10号）には「非公有資本が文化産業に参入する
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ことをさらに指導規範化し、公有制を主体とする
多様な所有制経済が共同で発展する文化産業の仕
組み（〔格局〕）を徐々に形成する」3と述べられて
いる。党・政府はこのようなアンビバレントな状
況にどのように対応してきたのであろうか。
　本研究は、すでに述べてきたように、新聞を対
象とする。新聞は〔党報〕を中心とした党・政府
の重要な宣伝機関として位置付けられてきた。
党・政府は市場開放に直面し、新聞の資本政策
を、どのように変更してきたのか、あるいはどの
点を維持しているのかを分析することで、党・政
府の新聞に対する政治統制の変化を分析すること
が可能であると主張する。
　以上から、本研究の目的は、中国における新聞
の資本政策の変更を分析することで、市場開放に
対する党・政府の政治統制の変化を明らかにする
ことである。なお、本研究は、主に資本政策から
党・政府の新聞統制を分析する。そのため、新聞
経営の効率性、民間資本・外資の参入状況、資本
政策の運用実態について扱わない4。
　本研究は次の三つの問いに答える。第一に、新
聞の資本政策はどのような変遷を経たのか。第二
に、新聞における民間資本・外資の参入が可能な
範囲と、制限範囲は何か。第三に、資本政策にお
いて変化しない点は何か。最後に、資本政策にみ
る党・政府の新聞統制を考察する。
　本研究の構成は、次のとおりである。2. 先行
研究の整理と検討を行い、先行研究の問題点を示
す。3. 本研究で用いる、政策の対象と、資本の
概念を整理する。4. 1940年代からの資本政策を
簡潔にまとめ、1990年代以降、党・政府は行政
法規・部門規章によって資本政策を定める傾向に
あることを示す。5. 新聞の業種ごとによる民間
資本・外資の資本政策を検討し、民間資本・外資
の参入が拡大しているが、編集においては依然と
して制限されていることを示す。6. 党・政府に
よる国有資本による統制と〔主管・主辦単位〕の
維持から、資本政策の変化を検討する。7. 最後
に、本研究の結論をまとめ、新聞統制における示
唆を提示する。

２．先行研究の批判と本研究の焦点

　本章では先行研究が扱っているテーマを二つに
分けて整理する。その上で、両者の研究を批判的
に検討する。新聞の資本政策は、中国国内で関心
が高く論点が多岐に亘るため、ここでは代表的な
論点を挙げるにとどめる。
　第一のテーマは、経営の効率性である（例え
ば、厳三九 2007、劉伯賢 2007、王亜敏 2011、劉
勁松他 2013）。経営の効率性をテーマとする研究
は、民間資本・外資を受け入れることが、いかに
産業を発展させるかを論じる。それゆえ、より一
層の民間資本・外資の受け入れを主張する。さら
に、中国における新たな新聞の経営モデルを検討
する研究もある（劉伯賢 2007）。特に、党報を中
心とした報業集団が、民間資本・外資を導入する
ことで経営を刷新し、経営の効率性が向上すると
主張されている。
　第一のテーマにおいて、資本政策は、新聞にお
ける、経営権・財産権・所有権（いわゆる〔産
権〕の問題）との関連で論じられる（例えば、王
亜敏2011、詹新恵 2009）。中国では、国有資産は
人民が所有するとされるが、人民には実体がない
ため国務院が代表する（「物権法」45 条）。しか
し、国有資産を用いて経営・運用を行うのは新聞
社や報業集団であるため、経営・運用を行う新聞
社や報業集団に経営権・財産権がないという問題

（〔産権欠位〕）が指摘されている（王亜敏2011：
185、詹新恵 2009:181-182）。そのため、先行研究
はこの問題を解消するために、国務院が経営権を
新聞社・報業集団に授与する（〔授権経営〕）こと
で、出資者と所有者を明確にすることを主張する

（王亜敏2011：164、詹新恵 2009:182-183）。また、
編集と経営を分けること（〔両分開〕）の是非につ
いても論じられている。劉勁松他（2013:58-59）、
厳三九（2007：128）、 王亜敏（2011：122） は、
編集と経営の分離は、二つの異なる会社（法人）
を生じさせるために、責任の所在が不明確になる
だけではなく、管理も煩雑化すると指摘する。
　第二のテーマは、党・政府の統制と資本政策で
ある。西茹（2008）は、資本政策は、編集と経営
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の分離（〔両分開〕）と部分的な会社化（〔剥離転
制〕）により、党・政府の管理を維持しながらも
資本の開放を行っていることを示している。テレ
ビへの外資の法令を研究した徐好雯（2007）は、
外資（〔境外資本〕）を制限する「未進出領域」を
指摘している。「未進出領域」とは、テレビ局開
設・ チャンネルの経営・ 伝送被覆機構・ 時事
ニュース番組制作に関する事業である。資本制限
はコンテンツの種類でも存在する。娯楽番組やド
ラマ制作では次々と資本拡大している。しかし、
時事ニュースコンテンツではテレビ局の自社制作
に限られる（2007：124-125）。
　第二のテーマの先行研究は、党・政府が統制を
維持しつつも、資本の民間資本・外資への開放を
行っていることを明らかにしている。西茹は、

「政府がメディアの市場化や産業化を促進するこ
とは、政治のコントロールを緩めることを必ずし
も意味しない」（2008：85）と述べている。同じ
く、テレビの資本政策を分析した賈曦は次のよう
に述べる。「中国経済の発展を図り、外資を吸収
するとともに、メディアの所有権及び中国共産党
のメディア事業に政治的なコントロールを失わな
いようにすることは政治決定の基本となってい
る」（2006：77）。したがって、中国の資本政策を
研究した先行研究では、政治統制と市場開放は両
立することが明らかにされている。
　以上二つのテーマの先行研究を、次の二点から
批判的に検討する。
　第一に、効率的な経営をテーマとする先行研究
は、党・政府の統制そのものは検討していない。
前述した権利との関連で論じる研究は、党・政府
の統制は絶対であるという立場に立つ（厳三九 
2007：132-133）。それゆえ、党・政府の統制と民
間資本・外資の拡大に伴う矛盾から生じた問題を
議論している。なぜなら、資本を論じることは、
特に「党報集団においては敏感な問題」（詹新恵
2009：13）である。そのため、中国国内の研究
は、主な焦点を経営に当てる。
　第二に、党・政府が民間資本・外資を制限する
だけで市場開放と政治統制が両立しうるとは考え
にくく、市場開放と政治統制を両立させるメカニ
ズムについては十分に議論されていない。第二の
テーマの先行研究は、党・政府は資本の民間資
本・外資への開放を党・政府が認める範囲で行っ

ており、統制を維持しつつも両立していることを
明らかにしている。それゆえ、資本政策から新聞
統制の変化を明らかにする研究として評価でき
る。しかし、Zhaoは中国の新聞・テレビの資本
の分析から次のように述べている。「党は自身の
メディア統制レジームを近代化（modernizing）
させ、市場メカニズムをメディア操作に融合さ
せ、メディア資本をトップダウンの官僚的秩序を
通じて確固としたものにしている」（Zhao 2004：
205）。Zhaoの視点によると、官僚的秩序（中央
宣伝部・各共産党委員会や政府機関）を通じて政
策を強化させることが維持の要因であるといえ
る。したがって、本研究は、Zhaoの指摘をさら
に進め、政策による新聞統制の合法化という観点
から分析する。すなわち、党・政府が政策によっ
て民間資本・外資を制限し国有資本を保護するこ
とで、新聞統制を合法化していることを示す。
　以上から、本研究の意義は次のようにまとめる
ことができる。本研究は新聞統制を分析する目的
で、資本政策の研究を行う。特に政策変更のプロ
セスに着目し、新聞統制の変化を探る。中国にお
いては、慣習や非合法の慣例が先行して、後に法
律や規定に取り入れられることがある。本研究は
このような慣例の分析の意義を認めながらも、
党・政府が政策を制定することは、新聞統制を合
法化することであると考える。それゆえ、資本政
策の分析が新聞統制の変化を探る上で重要である
と主張する。したがって、本研究の意義は、資本
政策の政策変更プロセスを追うことで、党・政府
の統制の変化を考察することである。

３．分析の枠組み

　本章では、本研究が用いる政策と、資本の種類
について論じる。

３－１．資本政策の種類
　本研究で対象にする政策 5 とは以下の三つを指
す。
　第一に、共産党の規則（〔党規〕）である。共産
党の規則とは、共産党機関が定めた決定である。
党の規則に対しては、法律が抵触してはならない
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原則があり、党の規則が法律に優先する（小口彦
太・田中信行2012：28）。小口・田中は、党の規
則が法律に優先する法体系を「〔党規国法〕の体
系」と呼んでいる（2012：27-28）。党の規則は、
非公開である場合があり、すべてが一般に公開さ
れているわけではない（小口・田中 2012：30）。
したがって、本研究ではすべての党の規則を用い
ることは難しいものの、非公開の党の規則につい
ては、新聞報道や、党の規則を後日一般公開した
実施細則を用いて補う。さらに、重要な通達は国
務院との連名で出されることがある（毛里和子 
2012：188-189）。
　第二に、 規定である（木間正道他 2012：101-
106）。本研究では、新聞の資本政策に限るため、
主に国務院の行政法規と、国家新聞出版広電総局

（旧新聞出版署・旧新聞出版総署）6 が制定する部
門規章を参照している。行政法規は、憲法や法律
に基づき、国務院が定めた規定である。行政部門
が定めた規定は部門規章である。行政法規・部門
規章のほかにも、地方の政府機関が制定する地方
性法規があるが、本研究では対象としない。
　第三に、共産党機関や行政機関が個別に新聞・
新聞社に出す回答・許可（〔批復〕〔答復〕）であ
る。このような回答・許可は個別のメディアを縛
るだけでなく、その後のルールとして規範化しや
すい。それゆえ、本研究では一部回答や許可を参
照している。
　以上の３つの資料を用いて、中国における資本
政策を明らかにしていく。

３－２．資本の種類
　政策が規定する資本は次の三種類である。第一
に、国有資本である。国有資本とは、国家による
資本である。「物権法」第45条で「法律が国家所
有と規定する財産は、国家所有即ち全人民所有に
属する。国有財産は国務院が国家を代表して所有
権を行使する」と定められている。国有資本のう
ち、国有企業資本は、国有企業が投資した資本で
ある。ただし、資本の所有者は国家であるため、
国有企業は国有資本の経営権を行使しているにす
ぎない。資本の二つ目が、民間資本（〔民営資本〕）
である。このうち、メディア関連以外の資本を

〔業外資本〕と呼ぶ。資本の三つ目は、外資であ
る。本研究では、外国企業による投資に限定して

論じる。外資は、外国企業による投資だけではな
く、香港・マカオ・台湾などを含めて〔境外資
本〕という。ただし、紙幅の関係から、香港・マ
カオ・台湾からの投資は述べない。なお、国有以
外の資本を〔非公有資本〕という。
　以上の三種類の資本は、新聞と新聞に関連する
業種において、それぞれ異なる資本投資可能な比
率が定められている。次章以降では、資本の種類
に着目しながら資本政策の変遷を分析する。

４．新聞資本政策の変遷

　4. では、1940 年代から 1950 年代の民営新聞に
ついて簡潔に述べた後、1980年代からの資本政
策を、資本政策の内容によって三つの段階に分け
て整理する。主に新聞社の創設、新聞の創刊、新
聞社の経営にかかわる資本政策の変遷をまとめて
いる。その他の業種については5で論じる。

４－１．�1940年以降の民営新聞から国営新聞
への移行

　はじめに、1940年代から1950年代は民営新聞・
外資による新聞が〔公私合営〕を経て、国営に移
行した時期である。1940年代には、民営新聞と
外資による新聞が存在した。中共中央はこのよう
な民営・外資の新聞に対して、「新たに解放した
都市における中外新聞と通信社の処理方法に関す
る決定」を1948年11月8日に出した。この「決定」
は、民営・外資の新聞を三種類に分け、共産党に
批判的な「反動党派」の新聞は廃刊するが、「中
間的」と「進歩的」新聞については政府への登記
を行うことで継続して出版することを定めた 7。
しかし、その後民営新聞や外国資本の新聞は、経
営の悪化により、徐々に数を減らした 8。1953年
初頭には〔公私合営〕が進展し、民営新聞はなく
なった（劉家林 2010：18）。〔公私合営〕 とは、
民営新聞が国家財政補助を受けて経営を維持する
ことである。1950年代に徐々に国営へと移行し、
民間資本はすべて撤退することになる。
　その後、1978 年の改革開放政策以前には、中
国の新聞はすべて国家財政によって経営が維持さ
れた。したがって、1950年代から1970年代まで、
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新聞はすべて国営であり、国家の財政補助を受け
る公益事業体（〔事業単位〕）であった。

４－２．�改革開放と資本政策（1980年代と1990
年代中ごろまで）

　1978 年の改革開放により、 まず『人民日報』
などの新聞社が独立採算制（〔独立核算制〕）の自
主経営に移行する。新聞は自らの経営を維持する
ために、購読料以外にも広告や多角経営など事業
を拡大した。広告の新聞掲載は1982年「広告管
理暫定条例」9によって正式に許可される。新聞社
の経営を拡大させたのは、1988 年「新聞社・雑
誌社・出版社が営利的サービスと経営活動を展開
することに関する暫定方法」である。同政策に
よって、新聞社が新聞の発行以外にも、新聞に関
わる範囲内で経営を拡大する多角経営が認められ
た 10。このような公益事業体を維持しつつも自主
経営による体制を〔事業単位、企業化管理〕と呼
び、二つの性質を持つことから〔双軌制〕ともい
う。
　資本については、改革開放以降、明確な政策が
見出せない。80年代から90年代には、非公有資
本による投資が行われている事例がある。広東省
の民間資本・外資の新聞への参入を調査した中宣
部新聞調研小組によると、広東省では、非公有資
本が参入している新聞（新聞社）は30を越える

（魏永征 2001：2 からの引用）11。 このように、
1980年代には資本が暗黙裡に参入していたと言
える。
　外資や民間資本が参入した事例に対して、党・
政府は個別に対応をしている。例えば、1980年
には、電子工業部科技情報研究所とアメリカの
International Data Group（IDG） が共同で出資
した『計算機世界』は外資による投資によって創

刊した新聞の例である 12。さらに、1997年に赤字
経営の『華商報』に対して民間企業である華聖集
団が600万元を投資し、集団の総裁が社長に就任
した（魏永征 2001：5）13。以上のように、資本に
対する明確な政策は見出しえないが、非公式的に
民間資本・外資が参入する事例が存在していた。
　一方で、処罰を受けた事例も存在する。例え
ば、1993 年『四川体育報』が民間資本との協定
を結んだことで、新聞出版署が行政処罰を下した

（魏永征2001：4）。したがって、1990年代までは、
民間資本・外資が非合法で新聞・新聞社に入って
おり、国家の対応も一様ではなかった。

４－３．�民間資本・外資を禁止する規定の制定
（1990年代中ごろから終わりにかけて）

　新聞への外資参入が規定によって明確に禁止さ
れるのは、1994年3月の通知である（表1）。国家新
聞出版署は、「わが国において外資と新聞・ 雑
誌・出版社の合弁を禁止することに関する通知」14

を制定した。同通知の「一」では、外資との合資
によって、新聞などのコミュニケーション機構の
創設を原則上禁止することを規定している15。
　集団化については、1994年5月の通知で〔業外
資本〕の参入を禁止している。「図書新聞雑誌音
楽映像出版単位 16が集団を設立する問題に関する
通知」は、集団化の形態と集団化の手続きを定め
ている。資本に関する規定は明示的ではないもの
の、同通知の「三」では、ニュース出版単位に関
係のある組織（〔単位〕）を吸収することは許され
るが、ニュース出版単位に関係のない業種や企業
は集団化に参加させないことを定めている17。
　さらに、1995 年には、外資による投資の手続
きと範囲を定めた規定が出される。1995年の「外
商投資方向の指導暫定規定」によって外国企業に

表１．民間資本・外資を禁止する規定の制定（1990年代中ごろから終わり）

制定年月日 制定機関 政策名
1994年3月30日公布・施行 新聞出版署 わが国において外資と新聞・雑誌・出版社の合弁を禁止する

ことに関する通知（新出処〔1994〕214号）
〔関於禁止在我境内与外資合辦報紙、期刊和出版社的通知〕

1994年5月18日公布・施行 新聞出版署 図書新聞雑誌音楽映像出版単位が集団を設立する問題に関す
る通知（新出報〔1994〕356号）

〔関於書報刊音像出版単位成立集団問題的通知〕
1999年9月27日 国務院機関事務管理局

新聞出版署
財政部

『中国経営報』『精品購物指南』における新聞社の産権の境界
に関する文書（国管財字〔1999〕219号）

〔関於《中国経営報》《精品購物指南》報社産権界定的函〕
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よる投資の手続きを定めている。「外商投資産業
指導目録」では外国企業による「投資を推奨する
業種」、「一部禁止する業種」、「禁止する業種」を
定め、許可する業種は目録にない。このうち、新
聞社を設立することは、外資の投資を禁止する業
種として定められている 18。詳しくは、5－2で
検討する。
　1999年には、すでに参入していた非公有資本
による投資を、投資とみなさない旨の回答が国家
の行政部門から出される。「『中国経営報』『精品
購物指南』における新聞社の産権の境界に関する
文書」（国管財字〔1999〕219号）19 では、「わが国
の新聞雑誌社は等しく全民所有制単位である」こ
とを確認した上で、『中国経営報』『精品購物指
南』は「国有資産」とみなす。「新聞の創刊に、
個人・グループによる資金を用いた場合には、こ
れを投資とみなさず、債権債務関係として処理す
るべきであり、主辦単位が銀行の貸付利率に沿っ
て返還するべきである」と定めている。〔主辦単
位〕とは、新聞の出資機関を指す。〔主辦単位〕
については6－2で論じる。
　1990年代中ごろから終わりの傾向をまとめる

と、90年年代の方向を転換し、明確な規定によっ
て民間資本・外資を制限している。

４－４．�編集と経営の分離による企業化（2000
年以降）

　2000年以降は、新聞をめぐる環境が、集団化と
WTO加盟によって大きく変化した時期である。
1990年代後半にはじまった新聞の集団化経営の
流れを受け、集団による資本政策が明確化する時
期である（表2）。1996年に広東省の広州日報報業集
団が集団化の許可を受けたのをはじめとして 20、
主に共産党機関紙を中心とした、事業を総合した
コングロマリットを構築している。
　新聞の資本政策を大きく変えたのが、17号文
献と呼ばれる2001年の規定である。17号文献と
は、2001年8月に中央宣伝部・国家広電総局・新
聞出版総署が発布した「新聞出版ラジオ映画テレ
ビ業の改革を深化させることに関する若干の意
見」（中辦発〔2001〕17号）を指す。17号文献の
原文は公開されていないため、新聞出版総署が
2002年7月17日に公布した「『新聞出版映画テレ
ビ業の改革を深化させることに関する若干の意見』

表２．民間資本・外資を許可する規定（2000年以降）

制定年月日 制定機関 政策名
2001年

（原文未公開）
中央宣伝部・国家広電
総局・新聞出版総署

新聞出版ラジオ映画テレビ業の改革を深化させることに関する
若干の意見（中辦発〔2001〕17号）

〔関於深化新聞出版広播影視業改革的若干意見〕
2002年7月2日公布・実施 新聞出版総署 「新聞出版ラジオ映画テレビ業の改革を深化させることに関する

若干の意見」を徹底して実施することに関する実施細則
〔関於貫徹落実《関於深化新聞出版広播影視業改革的若干意見》
的実施細則〕

2003年10月14日中国共産
党第十六届中央委員会第
三次全体会議

中共中央 社会主義市場経済体制を完備する若干の問題に関する解決
〔関於完善社会主義市場経済体制若干問題的解決〕

2003年12月31日公布 国務院辦公庁 文化体制改革のテストケースにおいて文化産業発展と経営性文
化事業単位の企業化を支持する二つの規定を発布することに関
する通知（試行）（国辦発〔2003〕105号）

〔関於印発文化体制改革試点中支持文化発展和経営性事業単位転
制為企業的両個規定的通知（試行）〕
文化体制改革のテストケースにおいて文化産業発展を支持する
規定（試行）

〔文化体制改革試点中支持文化産業発展的規定（試行）〕
文化体制改革のテストケースにおいて経営性文化事業単位の企
業化の規定（試行）

〔文化体制改革試点中経営性事業単位転制為企業的規定（試行）〕
2006年 中共中央

国務院
文化体制改革を深化させることに関する若干の意見

〔関於文化体制改革的若干意見〕
2006年9月13日 中共中央辦公庁

国務院辦公庁
国家「十一五」（第十一次五カ年）時期文化発展計画綱要

〔国家“十一五”時期文化発展企画綱要〕
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を徹底して実施することに関する実施細則」21 を
参考に、資本の政策変更を探る。
　資本にかかわる変更点は、報業集団の編集業務
と経営業務を分ける（〔両分開〕）ことで融資可能
な範囲を拡大できることにしたことである。具体
的には、「六、融資方法の拡大について」におい
て、テストケースの報業集団 22 では、「編集業務
と経営業務を機構上分けることで、編集部門はそ
の所属するグループの主管部門の同意、及び中央
宣伝部と新聞出版総署の許可を得た上で、新聞出
版系統同士での融資を可能にする」ことが決めら
れた。さらに、有限責任会社や株式有限会社を設
立することで、国有企事業単位の資本を取り入れ
ることを可能にした。ただし、テストケースの報
業集団については、「集団と関係の出版単位の国
有資本は51％を下回ってはならない」ことが定
められた。このように、編集業務と経営業務を分
離すれば、テストケースの報業集団においては、
経営業務に国有資本以外の資本が入ることが認め
られた23。
　2003 年には、文化産業にかかわる〔事業単位〕24

を、事業内容によって〔公益性文化事業単位〕と
〔経営性文化産業単位〕によって分ける見解が出
される。二つの分類は、中共中央による「社会主
義市場経済体制を完備する若干の問題に関する解
決」25で出された方針である（西 2008：75）。この
決議は、2003年10月14日中国共産党第十六届中
央委員会第三次全体会議において通過した。〔経
営性文化産業単位〕とは新聞関連の文化産業に限
ると、「ニュースメディアの広告・印刷・複製・
発行」である。この二つの分類により、〔経営性
文化産業単位〕において資本改革を行うことが提
示される。以上のように、2001年の17号文献を
皮切りに、資本政策がより詳細に定められるよう
になる。
　編集業務と経営業務の分離と同時に進められた
のが、企業化である。2003年に国務院辦公庁は、
企業化における税の優遇を定めた規定を公布する

（表2）。「文化体制改革のテストケースにおいて
文化産業発展と経営性文化事業単位の企業化を支
持する二つの規定を発布することに関する通知

（試行）」（国辦発〔2003〕105 号）26 は、二つの規
定を設けている。そのうちの一つ、「文化体制改
革のテストケースにおいて文化産業発展を支持す

る規定（試行）」では、「二、投資と融資に関し
て」において、「9．党報、党の雑誌（中略）など
重要なニュースメディアの経営部分を分離させ企
業とする（〔剥離転制〕）ことで、国家の絶対的な
持分を確保する前提の下で、社会資本を取り入れ
ることを許可する。（中略）企業化した科学技術
類の新聞社や出版単位は、国有投資が主体となる
持分の前提の下、国内の他の社会資本を取り入れ
ることを許可する」27 と述べている。編集業務と
経営業務の分離と、企業化によって民間資本・外
資拡大が推進されることになる。
　2006 年以降も編集業務と経営業務を分離し、
新聞社の企業化を推し進める規定が相次いで出さ
れる（表2）。2006年の規定を見ると、その目的
の一つは、出資者の権利保護にあるといえる。ま
ず、2006 年中共中央国務院が連名で出した「文
化体制改革を深化させることに関する若干の意
見」では、「出資者の地位を確定し、出資者の権
利を明確にし、資産経営の責任制を確立する」と
述べられている 28。さらに、2006年「国家『十一
五』（第十一次五カ年）時期文化発展計画綱要」
においても、「財産権の帰属を合理的に確定させ、
出資者の権利を明確にし、資産経営の責任体制を
作る」（五、（二十）、1）と主張している29。
　以上から、2000 年以降はこれまでの時期と比
較して、政策によって新聞に関連する資本開放を
推進している。そのうちの目的として、出資者の
権利問題を解決しようとする傾向を読み取ること
が出来る 30。しかし、6－2で示すように、編集
業務における出資者の権利問題は管理機関（〔主
管・主辦単位〕）と関連させて論じるべきである。

４－５．資本政策の変遷のまとめ
　1940年以降の新聞資本政策を、四つの時期に
分けて論じてきた。その結果、新聞・新聞社にお
ける資本は、規定によって制限される傾向にある
ことが指摘できる。1940年代から改革開放まで
は国有資本への統合が進んだ時期であった。1980
年代は資本にかかわる明確な規定を見出せず、
党・政府は個別の許可を与えていた。1990年代
になると、民間資本・外資の資本を規定によって
制限する。2000年以降は、編集業務と経営業務
の分離や経営業務の企業化によって、民間資本・
外資による新聞関連業務への参入を、規定によっ
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て許可していく。ただし、開放される業種には制
限があることを、次節で確認する。

５．業種ごとの資本政策に見る
民間資本・外資規定　

　本章では、2000 年代以降の資本政策を、業種
と新聞の種類から分析する。本研究で対象とする
のは、 いずれも経営業務に関わる〔発行〕・ 小
売・配達・印刷、さらに編集を合わせた五つの業
種である。なお、〔発行〕とは印刷が終わった出
版物が消費者に届くまでの業務を指し、〔総発行〕
はある企業が一連の〔発行〕業務を行うことを指
す（詳しくは表4参照）。広告は紙幅の関係から
分析対象から外した。

５－１． 民間資本
　比較的早い時期から民間資本の参入が許可され

たのが、流通などの取次・小売・配達の分野であ
る。これらの企業設立や投資条件を定めた規定が
1999年から二度の修正を経た「出版物市場管理
規定」である（表3）。表4では、1999年の「出版
物市場管理暫定規定」の詳細を示した 31。表4を
見ると、小売・配達については、同規定では定め
られていない。取次については、1999年では資
本に関する規定があるものの、2003年に修正さ
れた「出版物市場管理規定」で資本に関する記述
は削除された。
　2005年4月には民間資本（〔非公有資本〕）の新
聞の流通事業への参入が奨励・支持されるように
なる。「非公有資本が文化産業に参入することに
関 す る 若 干 の 決 定」（国 発〔2005〕10 号） で、

「一、非公有資本の参入を奨励・支持する領域」
として、新聞の流通（〔分銷〕、取次・小売を指す）
が挙げられている32。
　〔総発行〕にかかわる企業設立に当たっては、
国有の出版物発行単位や、国有資本持ち株の出版
物発行会社に限定されていた（表 4）。さらに、

表３．民間資本にかかわる資本政策
制定年月日 制定機関 政策名

1999年11月22日公布・施行 新聞出版署 出版物市場管理暫定規定
〔出版物市場管理暫行規定〕

2003年9月1日施行 新聞出版総署
国家版権局

出版物市場管理規定
〔出版物市場管理規定〕

2005年4月13日公布 国務院 非公有資本が文化産業に参入することに関する若干の決定
（国発〔2005〕10号）
〔関於非公有資本進入文化産業的若干決定〕

2011年3月17日公布・施行 新聞出版総署
商務部

出版物市場管理規定
〔出版物市場管理規定〕

表４．1999年「出版物市場管理暫定規定」の資本規制※1

〔総発行〕 取次（〔批発〕） 小売（〔零售〕）配達（〔投逓〕）
業務の定義

（すべて第四条）
出版物※2 の印刷（複製）が完成し
た後、統一的に総発行資格を備
える出版物発行単位が責任を負
い、その出版物を全国で〔発行〕
※3する経営行為

一定の割引価格やロッ
ト（〔折扣、批量〕）に
より、ある区域内で出
版物発行単位に出版物
を販売する経営行為

直接顧客や読
者に出版物の
販売を行う経
営行為

出版物を顧
客や読者に
届ける経営
行為

会社設立の
条件における
資本規制

民間資本 第十二条（一）
法人資格を備えた国有出版物発
行単位、あるいは国家が審査の
上で許可した国有資本持ち株の
出版物発行会社

第十三条（一）
国有・集団所有制企事
業単位、法律に則って
設立した会社

外資 第十六条
中外合資・中外合作企業は出版物の総発行と取次には従
事してはならない

※１　出版物の貸し出しや配布、贈呈などは除外
※２　出版物とは、図書・新聞・定期刊行物・音楽映像製品・電子出版物などを指す。
※３　�発行とは、出版物の受注（〔征訂〕）、保管と運搬（〔蓄運〕）、取次（〔批発〕）、小売（〔零售〕）（通信販売を含む）、配達（〔投逓〕）お

よびインターネットでの購入販売などの経営行為を指す。
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「非公有資本が文化産業に参入することに関する若
干の決定」（国発〔2005〕10 号）では、「五」で、
国有文化企業のうち非公有資本は出版物の印刷・

〔発行〕、新聞出版単位の〔発行〕に出資・株の購
入を行ってよいと述べるが、国有資本が51％以
上の持分を占めることを定めている33。
　以上から、出版物の印刷・〔発行〕については、
国有資本の制限があることがわかる。

５－２．外資
　外資は、業種ごとに、詳細に検討する。表5の
規定を用いて整理する。

（1）流通（取次・小売）、配達
　新聞の流通（取次・小売）・配達は、民間資本
と同様、外資でも早くから規制が撤廃された。外
資による流通（〔分銷〕）は、2001 年の時点です
でに許可されている。2001 年の修正「出版管理
条例」第39条で「国家は図書・新聞・雑誌の流
通（〔分銷〕）業務に従事する中外合資経営企業・
中外合作経営企業・外資企業の設立を許可する」
とある 34。2011年の修正「出版管理条例」でも、
第39条で同様の内容を明記している35。
　取次について、2002 年施行の「出版物管理条
例」によって外資を制限する規定が削除された。
さらに、別の規定でも外資による投資が許可され
ている。新聞出版総署と対外経済貿易主管部門
は、2003年5月に「外商が投資する図書・新聞・
雑誌の流通（〔分銷〕）企業管理方法」を実施し

た。同規定は第二条で、外商投資による新聞の流
通（〔分銷〕）企業として、中外合資・中外合作に
よる企業と、外国企業が中国国内（〔境内〕）で単
独で投資して設立した企業を指すと定め、流通

（〔分銷〕）として「取次と小売」を定義した36。
　2005年7月には、外資による全面的な流通（〔分
銷〕）企業の設立が許可された。「文化領域に外資
を導入することに関する若干の意見」（文辦発

〔2005〕19号）によって、より明確に定められる。
同意見の第一条で、外商は独資・合資・合作の方
式で図書新聞雑誌の流通などの企業を設立してよ
いことを明記している37。
（2）〔発行〕、印刷
　発行と印刷については、「外商投資産業指導目
録」を詳細に見てみたい（表6）。「外商投資産業
指導目録」は、1995年に制定されて以来、六度
にわたり修正されている38。なお、2002年「外商
投資方向の指導規定」 では、 中国側の持ち株

（〔中方控股〕）とは、中国側の投資者の投資比率
が51％以上を占めることを示す。表6では、「外
商投資産業指導目録」の各年の変化を、新聞に関
連した分野のみ抜き出して整理した。
　表6の「外商投資産業指導目録」を見ると、〔発
行〕については、1995年と1997年は制限類にあ
る。1997 年までは出版と〔発行〕が同じ業務と
して並べられていたが、2002 年には出版と〔総
発行〕に分かれ、どちらも禁止類に変更された。
2005年「文化領域に外資を導入することに関す
る若干の意見」（文辦発〔2005〕19号）第四条で

表５．外資の参入について定めた規定
制定年月日 制定機関 政策名

1997年1月2日公布 国務院 出版管理条例
〔出版管理条例〕

2001年12月12日公布、
2002年2月1日実施

国務院 出版管理条例（〔2001〕第343号）
〔出版管理条例〕

2003年3月17日公布、
2003年5月1日施行

新聞出版総署
対外貿易経済合作部

外商が投資する図書・新聞・雑誌の流通企業管理方法（第18号）
〔外商投資図書、報紙、期刊分銷企業管理辦法〕

2005年4月13日公布 国務院 非公有資本が文化産業に参入することに関する若干の決定
（国発〔2005〕10号）
〔関於非公有資本進入文化産業的若干決定〕

2005年7月6日公布・実施 文化部
広播電影電視総局
新聞出版総署
国家発展と改革委員会
商務部

文化領域に外資を導入することに関する若干の意見
（文弁発〔2005〕19号）
〔関於文化領域引進外資的若干意見〕

2011年3月19日修正 国務院 出版管理条例（〔2011〕第594号）
〔出版管理条例〕
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は、外商が「図書新聞雑誌の出版と総発行に投
資・従事することを禁止する」とあり、〔総発行〕
が禁止された。
　印刷は、一貫して外資の参入に制限がある。表
6の「外商投資産業指導目録」では、印刷は1995
年から一貫して中国側の持ち株によって外資の参
入が許されている。同様の内容は、2005 年「文
化領域に外資を導入することに関する若干の意
見」（文辦発〔2005〕19 号）に定められている。
印刷は同意見によって、「中国側の51％以上の持
分あるいは主導的な地位を占める条件の下、外商
は合資・合作の方式で出版物の印刷（中略）企業
を設立してよい」と定められた（第一条）39。
　民間資本の箇所で述べたように、「非公有資本
が文化産業に参入することに関する若干の決定」

（国発〔2005〕10号）では、非公有資本は国有文
化企業のうち出版物の印刷・〔発行〕企業、新聞
出版単位の〔発行〕に関して、国有資本が51％
以上の持分を占めることを定めている40。
　以上から、〔発行〕（〔総発行〕）、印刷について
は外資に制限がある。

５－３．業務による資本政策の傾向とまとめ
　以上から、民間資本と外資の参入制限は、編集
関連の業務と、〔発行〕・印刷を除いてほぼ撤廃さ
れた。しかし、編集や出版への領域には依然とし
て民間資本・外資の参入が制限されていることが
定められている。表6で示したように、1995年か
ら2015年までの修正を経て、外商はニュース業

（〔新聞業〕）または、ニュース機構そのものに出
資することは制限されている。
　さらに、資本参入を通じた、編集・出版への間
接的な関与も禁止されている。2005年7月には、

「文化領域に外資を導入することに関する若干の
意見」（文辦発〔2005〕19 号） では、「外商は出
版物の流通・印刷・広告などの経済活動を通じて

（中略）編集や出版などの宣伝業務の領域に進入
してはならない」と定めた（第四条）41。
　同様に、民間資本・外資による新聞社の経営も
禁止されている。「非公有資本が文化産業に参入
することに関する若干の決定」（国発〔2005〕10
号）では、「九」で、非公有資本は投資により新
聞社を設立、または経営してはならないと定めて
いる。同様に、非公有資本は新聞の紙面を経営し

表６．「外商投資産業指導目録」における各年の制限・禁止リスト
制定（改正）年 制限 禁止

1995
1997

印刷、出版発行業務（中国側の持ち株）、あるいは主導
的な地位を占めること）

ニュース業

2002
2004
2007

出版物の印刷（中国側の持ち株） ニュース機構
書籍、新聞、雑誌の出版、総発行と
輸入業務

2011
2015

出版物の印刷（中国側の持ち株） ニュース機構
書籍、新聞、雑誌の出版業務

表７．〔非時政類刊出版単位〕の会社化を定める規定
制定年月日 制定機関 政策名

2011年5月17日 中共中央辦公庁
国務院辦公庁

非時政類新聞出版単位体制改革を深化させることに関する意見
〔関於深化非時政類報刊出版単位体制改革的意見〕

2011年10月18日通過 中国共産党第十七期中央
委員会第六回全体会議

文化体制改革を深化させ社会主義文化の大発展大繁栄を推進
することに関するいくつかの重大問題の決定

〔中共中央関於深化文化体制改革推動社会主義文化大発展大
繁栄若干重大問題的決定〕

2014年4月2日公布、
16日公布

国務院辦公庁 文化体制改革における経営性文化事業単位の企業化とさらに
文化企業発展を支持する二つの規定を発布することに関する
通知（国辦発〔2014〕15号）

〔関於印発文化体制改革中経営性文化事業単位転制為企業和
進一歩支持文化企業発展両個規定的通知〕
文化体制改革における経営性文化事業単位の企業転換の規定

〔文化体制改革中経営性文化事業単位転制為企業的規定〕
さらに文化企業の発展を支持する規定

〔進一歩支持文化企業発展規定〕
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てはならないとある42。2005年の別の規定「文化
領域に外資を導入することに関する若干の意見」

（文辦発〔2005〕19号）でも、第四条で「外商が
投資してニュース機構などの設立や経営を行うこ
とを禁止する」と定められた 43。したがって、民
間資本と外資は、新聞社の設立と経営にはかかわ
ることができないことが規定によって明らかにさ
れた。

６．党・政府の新聞統制と資本政策

　6. では、資本政策において党・政府が統制を
どのように維持しているのかを検討する。資本政
策のなかで、党のメディア管理（〔党管媒体〕）は
一貫して変わっていない。2011 年「非時政類新
聞出版単位体制改革を深化させることに関する意
見」の「二」において、「党の領導を堅持し、党
によるメディア管理・党による幹部の管理を確保
し、政治方向の正確性を確保する」と述べている44。
本章では、企業化における国有資本による統制
と、新聞の管理を行う〔主管・主辦単位〕による
統制の二つを分析する。

６－１．企業化における国有資本による統制
　6－1では、これまでの議論を踏まえて、2011
年以降に提示された企業化に関する資本政策を用
いて、国有資本による統制を明らかにする。
　2011年以降は、〔非時政類報刊出版単位〕の会
社化が重要なテーマとなる。表7では、〔非時政
類報刊出版単位〕に関する政策をまとめた。
　以下では、中共中央辦公庁・国務院辦公庁によ
る2011年の規定「非時政類報刊出版単位体制改
革を深化させることに関する意見」から〔非時政
類報刊出版単位〕の企業化をまとめる。〔非時政
類報刊出版単位〕として企業化する対象は、次の
ように定められている。「非時政類報刊出版単位
は党報と党の雑誌などの時政類報刊出版単位以外
の新聞雑誌出版単位」である。また、「公益的出
版任務を担う以外の出版単位と、文化・芸術・生
活・科学普及類などの新聞社、ニュースメディア
の広告・印刷・複製・〔発行〕」とある。〔非時政
類報刊出版単位〕には、時事的なニュースを報じ

る党報は含まれず、専門紙・業界紙・企業新聞な
どと経営業務が対象となることがわかる。上記の
目的を達成するために、〔非時政類報刊出版単位〕
体制改革の目標と任務として、財務処理を行った
上で、「事業編制を削除し、事業単位法人を取り
消し、企業工商登記と登録を行う」ことが明示さ
れた。したがって、これまで維持してきた「事業
単位」を取り消し、「企業」として工商部門に登
記・登録することが定められた。さらに、〔非時
政類報刊出版単位〕は、手順と順番を追って会社
化を進めることが明記された45。
　このように、〔非時政類報刊出版単位〕におい
て企業化が進展しているが、編集部門においては
民間資本・外資は依然として制限されている。

「非時政類報刊出版単位体制改革を深化させるこ
とに関する意見」では資本については、「非公有
資本が文化産業に入ることに関する若干の決定」
に従うと述べられている。すでに見てきたよう
に、同決定では、民間資本・外資ともに編集部門
には出資ができないと定められている。
　さらに、会社化に当たって独立法人資格を持た
ない編集部門 46の体制改革を定めた「新聞雑誌編
集部体制改革に関する実施方法」でも、民間資
本・外資は参入できないことが明確にされた。

「四、新聞雑誌編集部体制改革の政策保障」では、
「国家の関連規定に則り、新聞雑誌編集部の企業
化においてあるいは新聞雑誌出版企業の合併によ
る設立において、非公有資本の参入はあってはな
らない」と定められている47。
　以上から、国有資本による編集業務の統制は、

〔非時政類報刊出版単位〕の会社化においても維
持されている。党・政府は国有資本による統制は
変化させず、国有資本を維持した範囲での政策変
更を行っていることがわかる。

６―２．�資本政策における〔主管・主辦単位〕に
よる管理

　6－1では国有資本による統制について述べた
が、6－2では資本の管理部門である〔主管・主
辦単位〕による管理と関連させて論じる。まず、

〔主管・主辦単位〕を簡潔に説明した後、出資者
と〔主管・主辦単位〕の関係について論じたい。
　〔主管・主辦単位〕とは、新聞・新聞社の管理
を行う機関を指す。新聞における主管単位とは最
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終的な管理を行う機関であり、主辦単位とは新聞
の主な出資機関である。このような〔主管・主辦
単位〕は、1997年の「出版管理条例」とともに、
2005年新聞出版総署「報紙出版管理規定」の第8
条で、新聞の創刊と新聞の設立には「（三）国務
院出版行政主管部門が定めた条件に合う主辦単位
および主管機関があること」が定められている。
そのため、すべての新聞と新聞社が〔主管・主辦
単位〕を持つ。1993 年の「出版単位の主辦単位
と主管単位の職責に関する暫定規定」では、〔主
管・主辦単位〕の職責を定めている。新聞社の資
本の運用は新聞社が行うが、資本の管理は〔主辦
単位〕が行い（第八条（三））、〔主管単位〕がこ
れを助ける（第九条（四））。さらに、〔主管・主
辦単位〕は編集における内容を審査し、イデオロ
ギー管理を行うことが決められている（第八条

（一）、第九条（一））。48

　〔主管・主辦単位〕は、党の委員会や、政府機
関、国有企業、各種団体などに限定されている。
そのため、民間企業や外国企業、個人などは〔主
管・主辦単位〕になることができない。さらに、
党の機関紙は、党委員会が主管単位になる。それ
ゆえ、〔主管・主辦単位〕制度とは、党・政府に
よる統制の一つであるといえる。
　これまで見てきた資本政策では、〔主辦単位〕
を出資者としてみなしている。4－3において提
示した「『中国経営報』『精品購物指南』における
新聞社の産権の境界に関する文書」（国管財字

〔1999〕219号）では次のように述べている。「わ
が国の出版管理法規と規章の規定に基づき、報刊
出版単位を設立するには国家の審査と許可が必要
であり、かつ国務院の出版行政部門が定める主辦
単位及びその上級主管機関が必要である。主辦単
位は出版単位の設立のために必要な資金・設備を
提供・集め、そのほかの必要条件をそろえ、新聞
雑誌の主辦単位は新聞雑誌の出資者である」49。
したがって、民間資本・外資による投資に対して
は、これらを出資者とみなさず、〔主辦単位〕を
出資者とみなすことが明らかにされた。
　すでに述べたように、2000 年以降の資本政策
は、出資者の権利保護を明確化する目的を持つ

（4 － 4）。しかし、先行研究においては〔主管・
主辦単位〕と出資者の間の齟齬が指摘されている

（傅才武 2014）。

　2000年以降の資本政策を見ると、〔主管・主辦
単位〕は維持する方針にある。2011 年の「文化
体制改革を深化させ社会主義文化の大発展大繁栄
を推進することに関するいくつかの重大問題の決
定」では、七の（三）にて「主管主辦単位制度を
堅持し、誰が主管し誰が責任を負うのか（〔誰主
管誰負責〕）と属地管理の原則を徹底させ、文化資
本・文化企業・文化産業の市場進出と撤退の政策
を厳格に執行し、法律・行政・経済・科学技術な
どの手段を総合的に用いて管理効果を高める」50 と
述べられている。同様の記述は「国家「十二五」

（第十二次五カ年計画）時期文化改革発展計画綱
要」にも見られる51。
　党・政府は企業化という新しい政策を打ち出
し、より民間資本・外資による資本の参入を容易
にするよう、資本政策を変更してきた。しかし、
政策を詳細に見ると、すでに存在していた〔主
管・主辦単位〕制度による統制を維持することが
述べられている。

６－３．党・政府の新聞統制のまとめ
　以上、〔非時政類報刊出版単位〕の会社化にお
いて、編集業務への国有資本による統制が維持さ
れている。また、〔主管・主辦単位〕の例でも、
民間資本・外資という出資者が登場しつつあるも
のの、依然としてその管理は〔主管・主辦単位〕
に委ねられている。それゆえ、これまで見てきた
ように、市場開放が進み、民間資本・外資が参入
しつつあるにもかかわらず、従来の新聞統制が維
持されている。すなわち、一方では資本政策を市
場開放に対応させながらも、その政策の中では従
来の新聞統制を維持しているということができる。

７．結論と考察

　本研究は、資本政策を新聞統制とみなし、資本
政策の変遷と、資本政策を業種・新聞の種類に分
けて検討し、最後に資本政策における変化しない
点を示した。以上から、はじめに提示した三つの
問いに答える。
　第一に、新聞の資本政策はどのような変遷を経
たのか。1980年代は明確な政策が見出せず、党・
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政府はそれぞれの事例ごとに個別に対応を行って
いた。しかし、1990年代は徐々に政策によって
民間資本・外資の参入を禁止する。2000年以降
は、1990年代と比較すると、党・政府は民間資
本・外資の参入を行政法規や部門規章などによっ
て合法化していることが明らかになった。
　第二に、新聞における国有資本と民間資本・外
資はどの範囲で参入が可能で、どの領域で制限さ
れているか。業種ごとの資本政策を分析した結
果、資本政策は編集業務と経営業務で異なる。経
営業務においては、国有資本の制限がある業種が
あるものの、民間資本・外資の参入が徐々に許可
されてきた。しかし、編集業務は一貫して国有資
本のみに制限されている。さらに、民間資本・外
資は間接的に編集業務・経営に関与することがで
きない。
　第三に、資本政策において変化しない点は何
か。会社化における編集部門における国有資本は
維持されている。さらに、資本政策において〔主
管・主辦単位〕制度が維持される方針であること
をまとめた。〔主管・主辦単位〕は、資本の管理
者として引き続き新聞・新聞社を管理・統制する
ことになる。
　以上のような、資本政策の分析をもとに、最後
に新聞統制の変化を考察する。冒頭で挙げたよう
に、資本政策は市場開放と〔公有制〕の堅持とい
うアンビバレントな関係にある。本研究では、資
本政策の分析から、党・政府は新聞統制を変化さ
せることによって、この関係を解決してきたと主
張する。その変化として挙げられるのが、統制の
合法化である。
　市場開放に直面した後、新聞統制は合法化され
ることによって維持されていると見ることができ
る。その理由として、次の点を挙げる。民間資本
と外資の参入範囲は拡大しているものの、民間資
本と外資の制限を規定によって定めることは、国
有資本の保護を意味する。言い換えると、民間資
本と外資を合法的に許可しているということは、
同時に国有資本による統制そのものを合法化して
いることを意味する。同様の傾向は、〔主管・主
辦単位〕にみられる。民間資本・外資などの出資
者が登場しているものの、〔主管・主辦単位〕は
新聞の管理・主な出資を行う機関として合法的に
認められることになる。

　このような傾向は、中国においては市場化がメ
ディア統制のための口実として用いられるという
Anne-Marie Brady（2008：110-115）の指摘に当
てはまる。資本政策においても、WTO加盟によ
る市場開放の圧力は、党・政府に新聞資本政策を
より一層詳細に定めることを要求した。それゆ
え、党・政府は民間資本・外資を合法的に認めな
がらも、一方で国有資本の保護を推進した。この
結果、新聞統制の合法化をうながしたと見ること
ができる。したがって、政治経済学のアプローチ
が指摘してきたように、市場開放が政治統制の崩
壊をもたらすのではない。本研究の結果が示唆す
ることは、むしろ市場開放によって、党・政府が
統制を維持するためにより詳細な規制を制定し、
自らの統制を確固としたものにしていくことであ
る。
　本研究では、資本政策の分析を行ったが、他の
新聞統制との関係については十分に考察すること
ができなかった。今後の課題としたい。
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［注］
  1	 本研究では、中国語表現をそのまま用いる場合には、
〔〕 を用いる。 誤解を招きやすい中国語の〔新聞〕 は
ニュースと訳す 。ただし、紙媒体のニュースメディアを
指す〔新聞出版〕は、そのまま「新聞」とする場合があ
る。中国語の〔報紙〕は新聞として翻訳して用いてい
る。その他の表現は、日本語と中国語を併記し括弧内で
示している。会社名・新聞名・新聞社名などの固有名詞
は〔〕を用いず、中国語を日本の常用漢字に変えて表記
している。

  2	 同様の傾向は、土地改革を研究した先行研究でも示さ
れている。

  3	 国務院2005年4月13日公布「関於非公有資本進入文化
産業的若干決定」（国発〔2005〕10号）（楊積堂編 2013：
95）。

  4	 主な方法は新聞社の事業の一部を独立させた子会社を
設立し、子会社を上場することで資本を集める方法であ
る。さらに、新聞社が別会社を買収し（M＆A）上場す
ることで、非公有資本を新聞社に取り込もうとしてい
る。非公有資本のメディア領域における上場の実態は劉
明（2011）、運用については厳三九（2007）が詳しい。
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  5	 「政策」は狭義の意味と広義の意味が考えられる。狭
義の「政策」は法律以外の規定を指し、広義の「政策」
は共産党・政府がある特定の問題に対して出した法律を
含む規定である。本研究では、広義の「政策」を用いて
いる。

  6	 国家新聞出版広電総局は、2001年に国家新聞出版署か
ら国家新聞出版総署へ改組し、国家新聞出版総署が2013
年7月に国家広播電影電視総局と合併して出来た部署で
ある。

  7	 中共中央1948年11月8日「関於新解放城市中中外報刊
通訊社処理辦法的決定」（中国社会科学院新聞研究所編 
1980：189-193）。

  8	 民営新聞が徐々に公私合営化あるいは公営化した理由
として、劉家林（2010：17-18）は次の三つを挙げてい
る。一つ目に、党報や公営新聞が主流になり、民営新聞
は取材などで不利な状況におかれた。二つ目に、経営困
難な状態に陥っていた。三つ目に、販売手法の未成熟で
ある。

  9	 国務院1982年2月6日公布、1982年5月1日施行「広告
管理暫行条例」。

10	 新聞出版署・国家工商行政管理局1988年3月16日公布
「関於報社、期刊社、出版社開展有償服務和経営活動的
暫行辦法」（新聞出版署辦公室編 1990：3－5）。

11	 さらに、非公有資本が実際に参入していた例として、
次の四つの事例が存在している。「一、新聞社と企業が
双方で出資し編集部門を設立すること；二、企業が出資
者となるが広告や印刷発行業務に参与し、利潤を得る；
三、企業は出資するが、編集や経営には参加せず利潤も
要求しないが、一面に協賛として企業の名前を掲げ、そ
の企業が提供する記事を優先的に掲載する；四、複数の
企業が連盟で投資し、共同で理事会を構成し、重要決定
を行うが、編集作業は新聞社が独立して責任を負う。」

（中宣部新聞調研小組 1996：13、魏永征 2001：2からの
引用）。

12	 『計算機世界』ホームページ。
13	 このほかにも、民間企業が新聞記事の面を買い取って

記事のように広告を載せる場合がある（魏永征 2001：
7）。

14	 新聞出版署1994年3月30日公布・施行「関於禁止在我
境内与外資合辦報紙、期刊和出版社的通知」（北大法意
からのダウンロード）。

15	 なお、これまでに外資によって設立された新聞につい
ては、同通知の「二」で、新聞出版署と国務院新聞辦公
室に報告することが定められた。

16	 「出版単位」とは「新聞社・雑誌社・図書出版社・音
楽映像出版社・電子出版社など」を指す。また、「法人
は新聞・雑誌を出版し、新聞社・雑誌社を設立しない、
その設立した新聞編集部・雑誌編集部を出版単位とす
る」（国務院2001年12月25日公布・2002年2月1日施行、
2011年3月16日修正「出版管理条例」第二章第九条）（中
華人民共和国国家新聞出版広電総局 http://www.gapp.

gov.cn/govpublic/83/81285.shtml、2015 年 2 月 10 日 閲
覧）。

17	 新聞出版署1994年5月18日公布・施行「関於書報刊音
像出版単位成立集団問題的通知」（新出報〔1994〕356
号）（中国法律知識資源総庫からのダウンロード）。

18	 詳しい内容の変化は、表6を参照。
19	 国務院機関事務管理局・新聞出版署・財政部1999年9

月27日「関於《中国経営報》《精品購物指南》報社産権
界 定 的 函（国 管 財 字〔1999〕219 号）」（『報 刊 管 理』 
2000：7）。

20	 「簡訊　広州日報報業集団成立」1996年6月5日『人民
日報』、4面。

21	 新聞出版総署2002年7月2日公布・実施「関於貫徹落
実《関於深化新聞出版広播影視業改革的若干意見》的実
施細則」（中国法律知識資源総庫からのダウンロード）。

22	 テストケース（〔試点〕）の報業集団とは、河南日報報
業集団、新華日報報業集団、大衆日報報業集団、深圳日
報報業集団、『電脳報』、『中国証券報』、『北京青年報』、

『今晩報』を指す（2004年8月3日『中国青年報』）。
23	 2005年『中国保険報』には民間資本が許可を受けて流

入した（出資比率は10％）（新華網2005年4月19日）。
24	 〔事業単位〕とは、「社会の公益を目的として、国家機

関やその他の組織が国有資産を用いて設立（〔挙辦〕）し
た、教育・科学技術・文化・衛生などの活動に従事する
社会サービス組織」を指す（国務院1998年10月25日公
布・施行、2004年6月27日修正「事業単位登記管理暫行
条例」国務院法制辦公室、http://www.chinalaw.gov.cn/
article/fgkd/xfg/xzfg/200407/20040700045415.shtml、
2015年2月9日閲覧）。

25	 中国共産党第十六届中央委員会第三次全体会議2003年
10月14日「中共中央関於完善社会主義市場経済体制若干
問題的解決」（『共産党員』2003：10）。

26	 国務院辦公庁2003年12月31日公布「関於印発文化体
制改革試点中支持文化発展和経営性事業単位転制為企業
的両個規定的通知（試行）」（楊積堂編 2013：96-98）。

27	 「文化体制改革試点中支持文化産業発展的規定（試
行）」（楊積堂編 2013：98）。なお、ここで述べられている

「社会資本」については、同規定の中で「社会資本」の
定義が述べられていない。また、先行研究（例えば、魏
永征 2001、西茹 2008：78）でも社会資本については具
体的に述べられていない。同規定以外の規定から考察す
ると、「社会資本」は国有資本以外を指すと考えられる。

28	 「中共中央国務院発出《関於文化体制改革的若干意
見》」2006年1月13日『人民日報』、一面。

29	 中共中央辦公庁・国務院辦公庁2006年9月13日「国家
“十一五”時期文化発展企画綱要」（楊積堂編 2013：63）。

30	 文化産業の国有資産監督管理のために、財政部に中央
文化企業国有資産監督管理領導小組が設置された。

31	 新聞出版署1999年11月8日公布・施行「出版物市場管
理暫行規定」（『中華人民共和国国務院公報』2000：44-
45）。
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32	 「関於非公有資本進入文化産業的若干決定」（楊積堂編 
2013：95）。

33	 「関於非公有資本進入文化産業的若干決定」（楊積堂編 
2013：96）。

34	  国務院2001年12月12日公布、2002年2月1日施行「出
版管理条例」（新聞出版総署法規司編 2010：7）。

35	 国務院2011年1月2日公布「出版管理条例」（中華人民
共和国国家新聞出版広電総局 http://www.gapp.gov.cn/
govpublic/83/81285.shtml、2015年2月10日閲覧）。

36	 新聞出版総署・対外貿易経済合作部2003年3月17日公
布、2003年5月1日施行「外商投資図書、報紙、期刊分
銷企業管理辦法」（新聞出版総署法規司編 2010：224）。

37	  文化部・広播電影電視総局・新聞出版総署・国家発展
和改革委員会・商務部2005年7月6日公布・施行「関於
文化領域引進外資的若干意見」（文辦発〔2005〕19 号）

（中国法律知識資源総庫からのダウンロード）。
38	 1995年「外商投資方向の指導暫定規定」（〔指導外商投

資方向暫行規定〕）は2002年に「外商投資方向の指導規
定」（〔指導外商投資方向規定〕）、1995年「外商投資産業
指導目録」（〔外商投資産業指導目録〕）はその後六度修
正されている。

39	 「関於文化領域引進外資的若干意見」（中国法律知識資
源総庫からのダウンロード）。

40	 「関於非公有資本進入文化産業的若干決定」（楊積堂編 
2013：96）。

41	 「関於文化領域引進外資的若干意見」（中国法律知識資
源総庫からのダウンロード）。

42	 「関於非公有資本進入文化産業的若干決定」（楊積堂編 
2013：96）。

43	 「関於文化領域引進外資的若干意見」（中国法律知識資
源総庫からのダウンロード）。

44	 中共中央辦公庁・国務院辦公庁2011年5月17日「関於
深化非時政類報刊出版単位体制改革的意見」（中国法律
知識資源総庫からのダウンロード）。

45	 「三」では、次のように企業化を進めることが述べら
れている。「省級・副省級・省会都市の党委員会機関紙
に所属する〔非時政類報刊出版単位〕、文化・芸術・生
活・科学普及などの〔非時政類報刊出版単位〕、専門技
術性が強い行政新聞雑誌出版単位、企業法人の新聞雑誌
出版単位を、先に企業化する。奨励・支持その他の〔非
時政類報刊出版単位〕は申請すれば先行して会社化す
る。晩報・都市類・財経類新聞雑誌は一般の〔非時政類
報刊〕と異なり、（中略）中央各部門各単位に所属する
都市類と財経類報刊・省級・副省級・省会都市の党委員
会機関紙に所属する晩報・都市類・財経類報刊等の出版
単位は許可を得れば企業化できる」。

46	 「出版単位」を組織していない編集部門。注16参照。
47	 「関於報刊編集部体制改革的実施辦法」（中華人民共和

国 国 家 新 聞 出 版 広 電 総 局（http://www.gapp.gov.cn/
news/1303/87163.shtml、2015年2月10日閲覧）。

48	 新聞出版総署2005年9月20日公布、2005年12月1日施

行「報紙出版管理規定」（新聞出版総署法規司 2010：
124）、新聞出版署1993年6月29日施行「関於出版単位的
主辦単位和主管単位職責的暫定規定」（新聞出版総署法
規司編 2010：100-102）。

49	 「関於《中国経営報》《精品購物指南》報社産権界定的
函」（『報刊管理』 2000：7）。

50	 中国共産党第十七期中央委員会第六回全体会議2011年
10月18日通過「中共中央関於深化文化体制改革推動社会
主義文化大発展大繁栄若干重大問題的決定」（楊積堂編 
2013：10）。

51	 2012年2月15日「国家“十二五”時期文化改革発展規画
綱要」（楊積堂編 2013：17）。
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